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まえがき

 筆者は昨年ポーランドにおける体制移行につ

いて若干の学会報告 を行 って きた①が,今 回,

関連資料 を紀要に載せていただ くのは以下のよ

うな理由による。

 1)こ れらの学会報告 には,論 集に印刷され

る一つま り正式に記録 として残 される部分 もあ

る②が,な かには 「報告要 旨」 という名のパン

フレットや当 日配布のプリン トとして,時 間の

都合で発表の折 りに,ご く簡単にしかふれなか

った部分 もある。 さらには口頭説明のみで正規

に記録されず消滅 して しまう運命にある部分 も

かな りある。 もともとケチンボな性分の筆者は

これがなんとなくもったいない という気分にな

って しまう。

 2)報 告 を終わ った作秋'94年10月,現 地情

報 としてOECD;WIIW(ウ ィー ン国際比較経

済研究所):CEPR(経 済政策研究 セ ンター)

といった,い くつかの有力な国際研究機関が
'95年早期 に

,筆 者が報告で扱った期間以降'94

年までのポーランドの社会経済的展開について

の調査研究の結果 を発表す るということ,ま た
'95年中頃 には米国の研究者 たちによりポーラ

ンドの　entrepreneurship　の　case study　について

の著作が刊行 されるということなどが伝えられ

てきた。現時点で入手 した範囲でそれら資料を

みると,筆 者の論考の行き先 と重なりあう領域

を多 くふ くむので,無 視 して進 むことができぬ

のは当然である。か くて筆者の全体構想作成は
,95年度前期へ の先送 りが或 る程度やむおえぬ

と考えるにいたった。今後はこれら新情報の内

容 を検討 して考察を進めることになるが,'95

年中に計画 している調査が可能かどうかによっ

て,今 までの構想が若干修正されることもあ り

うると思われる。 しか しなが ら筆者としては,

今までのもの もその時点における途中経過資料

として,こ れはこれで残 してみたいと考える。

 断片の寄せ集めでい ささかconfigurationに

欠けた未完資料 となるが,貴 重な紀要の紙面を

拝借す るにいたった所以である。

注① 日本経営学会第164回 中部部会'94年3月

  第45回 関西社会学会大会   '94年5.月

  日本経営学会第68回 全国大会 '94年9月

② 「体制移行への行動論的アプローチの試

  み」(日 本経営学会編,経 営学論集第65集

  『現代企業 と社会』千倉書房 1995年9月

  予定)

I はじめに

 このアプローチは行動論的視点を,ポ ーラン

ドにおける'90年stabilization program後 のケー

スの分析にとり入れ,社 会変動論 におけるその

有効性 をさぐる試みである。
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 行動論的視点とは学習理論，すなわち，人間

の行動は強化性の刺激（報酬）と回避性の刺激

（罰）の提示の仕方によって形成，維持，消去

されるという人間モデルを基本的に用いる分析

法で，特定の手続き一たとえば成功モデルとそ

の行動形成条件の提示一による行動のコントロ

ールを通して社会変動に影響を与えることが可

能になるという説である。このようなアプロー

チは価値の根源を論じるような本質的な問題を

とり扱うことにはなじまないが，一度方向が決

定されると社会変動に影響を与える手続きにな

ると考えられる①。筆者は上記の行動論的視点

を批判的に発展させる立場をとり，かなり価値

の選択という本質的な問題にも組み込んで使用

できないかという探索をも試みることになる。

 指令経済から市場経済への一大社会変動期に

ある東欧は，一般的に，体制移行という行動改

革を観察するのに’1合好な場であるといわれてい

るが，なかでもポーランドは東欧の旧社会主義

国中でも改革の先頭をきり，市場経済への移行

は国民的合意として明確になっており，しかも

宗教的，民族的紛争といった，一般のeConom－

iStやSoCio1ogiStの手に余る価値的領域の問題

に煩わされることが少なく，行動論的視点によ

るアプローチにとって最適のresearch fie1dと

考えられる。

 ポーランドにおける’90年stabilizati㎝prog－

ramはI MF型packageによるマクロ経済政策

一経済諸変数問の合理性に貫かれた一連の政策

一で，shock療法ともよばれるように，これら

の経済諸変数を急激に変えるという変革を一気

に強行すれば，若干のタイム・ラグはあるにせ

よ他の社会的諸変数（制度・人間行動等）は白

ずと変わりうるというマクロ経済政策信仰の上

に成立している。結果として，財政，物価等の

安定は果たしたが，副作用的後遺症としての強

度のリセッションとそれに伴う社会的混乱を残

した。

 この種のマクロ経済政策のソ連における

。ounterpart（シャターリンの500日案）が中途

半端に終ったので，ポーランドの施策は東欧に

おける壮大な実験として研究者の間でかなりの

トピックスとなり，これをめぐって91年の中頃

には複数の国際シンポジウムが開催され②，そ

の成果は92年に多数公刊されている③。そして，

さらにそれらがポーランド国内に反映，逆輸入

され，93年にはその延長線上でポーランド国内

の主流の若手研究者等によって多くのpapers

が出されている④。それらの業績が後遺症たる

リセッション対策を中心とするこのprogram

のアセスメントをめぐる論議なのは当然である

が，緊縮派（I M F派）と漸進派の二つの立場

に意見が別れて対立，それに政治・階層問題，

民有化問題がからみつき，あらゆる面で統一的

な方向が出にくい状態にある⑤。しかし，これ

らの主張に共通して見られるのは，その立場を

問わずマクロ政策頼み，政府頼みの傾向が強く，

企業や個人を受け身の存在，もしくは放任され

た存在としてしか見ておらず，それらを状況の

なかでpositiveに行動する経済主体（行動主

体），変革のにない手（change agent）として

見る視点に著しく乏しいということである。

 この報告は，このような停滞状況一それはま

さにdi1emmaとよぶのがふさわしが一の
breakthroughを試みるが，それには上記双方

の主張が忘却している経済主体としての企業の

行動へのアプローチこそが最適と考えられる。

その手続きとしては，銀行システムをはじめ，

悪しき諸制度を引きずる欠陥市場体制下におい

て，しかもshock therapyの中でも，少数では

あるが存在した，positiveに機能する個別企業

の行動についての資料に焦点を当てて分析，成

功要因をpick upし，強化すべき行動型の探索

と，それによる先導モデル形成の条件の探索を

試みる。（このばあい，状況により，企業行動

を個人行動と同様に扱うことも可能であると考

えられる。）したがって，このアプローチは，

加えて，マクロ経済政策のdi1emmaの狭間で，

つねに受け身の存在としてしか扱われなかった

ポーランド企業が，体制移行という社会変動に

おけるpositiveな規定要因として作用しうるか

いなかの探索を試みることにもなるのである。
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なおこの’90年stabi1izationprogramはshock

therapy以外にもBig Bangともよばれているが，

本報告のなかでは，以後the Programと略称する。

皿 the PrOgramの概要①

 89年9月 連帯主導のマゾビエツキ連立内閣

成立。ポーランドは89年の一連の東欧改革の先

鞭をつけ，他の東欧諸国のサンプルとなった。

しかしこの間，経済の物不足とハイパーインフ

レとなり（750－2000％），マゾビエツキ内閣は

the Programに着手。89年10月 内閣は案を国

会に提出，合意を得た。バルセロビッチ副首相

兼蔵相を中心に着手，作成に25日，準備に2カ

月を要し，90年1月ユ日より実施を決定。

 the Programには次に二つに前提方向があっ

た。1）ハイパーインフレの抑制 2）体制移

行：中央計画経済→市場経済a国際開放経済b

民営化C諸制度の市場経済化。しかし現実には

インフレ対策を最重要視。次の五つの柱を持つ

IMFpackageを採用。1）fisca1po1icy 2）

monetary po1icy 3） tax－based income po1icy

4） Price libera1ization  5） deva1uation of Z1

（Z1oty）。

 このIMFの安定プログラムの魅力は三方面

の外部からの財政援助。1）stand－by credit of

SDR （US岱730 mi11ion）， 2） OECD （US韮1

bi11ion），3）EEC諸国の人道的食科，医薬品

援助（US韮220mi11ion）。これ以外にポーラン

ドはWor1d Bankの食料，エネルギー，輸出計

画プロジェクトにa㏄eSSできたし，多くの西

側諸国に財政的援助や。reditguaranteeの同意

を得ることができた。

 実施にあたりpackageの五つの項目を一気に

やるか（shock）徐々にやるか（gradua1）の

merit，demeritが論じられ，前者に決められた。

（このれについては後述。）そして具体的には，

以下の重点的項目1）Z1の切下げ1
US＄・9500Z1ハードカレンシー化。2）価格規

制の撤廃 13品目（電気，燃料，ガス，乳製品，

医薬品，酒類，輸送費等）を除く。3）公定料

金の引き上げ（電気400％，ガス400％，石炭
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600％等）。4）補助金の大幅カッ・ト，金融・財

政の引き締め（自立性・競争性を高め市場経済

の基礎を築く。政府の不足金も国債発行で賄う。

5）貸出金利の大幅引き上げ。90年ユ月38－

46％（1年）。1）一5）．を一気に実施，実質

所得の減少，生産の一時低下も辞さないという，

まさしくshock療法であった。

 結果として物不足，ハイパーインフレは解消

した。物価上昇率：90年1月79％，2月23％，

以後一桁，年間151％で西側に比べて高いが，

その前の750－2000％に比べれば著しく低くなっ

た。外的環境のため，当初の目標は達成できな

かった。

 財政。上半期歳入63．3兆Z1歳出56．7兆Z1黒

字6．6Z兆Z1は6月29日90年度予算経済刺激策

として財政支出の見直しのため補正され，地方

交付金，住宅資金，文化費，社会保証費等の支

出項目が増額された。1－12月では各138．7％，

137．8， 0．9ヲヒZ1。

 貿易。明確な目標を定めず放任的で且つ外的

環境が悪かったのに，予想せぬ好結果を生んだ。

ハードカレンシーべ一スで過去最高の黒字を計

上した。

ボーランド 輸出入推移経企庁資料

1987 1988 1989 1990

第1支払地域

輸 出（100万ルーブル） 1O，950 11，938 12，217 11，356

輪 入（  〃  ） 10，935 10，819 10，106 6，569

収支（  〃  ） 15 1，ユ！9 2，111 4，787

第2支払地域

輸 出（100万米ドル） 7，079 8，31I 8，533 11，892

輪 入（  ・  ） 5，844 7，302 7，766 8，093

収支（ ・  ） 1，235 1，009 767 3798

 リセッション。市場経済への移行過程での構

造調整に伴う不況と the Programによる緊縮

政策に起因する不況の複合による不況と言われ

ている。ある程度のものは避けがたいものと覚

悟していたが，予想以上なのに驚いた。90年は

対前年度比でGNP：一12％，工業生産：一23％，

建設：一9％，投資：一8％，社会セクター就
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業者実質所得：一28％，年金：一14％，平均的

家庭の消費水準：一24％，失業者12月末’：140

万（前年までほとんどなし）。国内の不満が増

大，ストライキが増加。88年：48件，89年：74

件，90年：250件，12万人。農業：農産物は市

場価格調整に委ねるのは無理であり，農業関係

者は政府に圧力をかけ，政府は部分的に対応，

若干の修正をしたが，原則はあくまでも貫く姿

勢である。

 政治情勢。the Programへの批判が政府の内

外から出はじめる。工業，農業の育成策で政府

の役割を強調する意見が出てくる。大統領選挙

で連帯が分裂，反Program派がワレサを担ぎ，

マゾビエッキド対立。ヤルゼルスキー大統領が

任期を残して辞意，90年冬の大統領選挙となる。

90年11月25日 第一回投票・候補者6名 投票

率60％ 1位：ワレサ，2位：チミンスキー，

3位：マゾビエツキー。ユ2月9日 決戦投票

（1位と2位の）投票率50％強1位ワレサ。

（いわゆるチミンスキー現象）。ワレサ派は反

インテリ，労働者，反IMF・バルセロビッチ

派，マゾビエツキ派はインテリ，テクノクラー

ト，IMF・バルセロビッチ派であった。90年12

月29日 ワレサ大統領は無名のビエレッキーを

首相に指名。91年1月 ビエレッキー内閣発足，

バルセロビッチは留任，政策は theProgram

を続行。これ以降内閣は何度か交代したが，ど

の内閣もIMFとの関係で最初のマクロ経済的

制約を継続する以外にはほとんど選択の余地が

ない。西側諸国からの財政援助はポーランドが

国内の財政原則を維持し得るかどうか，また必

要な改革に耐えうるかどうかという条件による。

 民営化問題。関係法成立の遅れによる大衆の

資金の消滅を始めとする多くの問題点が生じた。

90年6月に法が成立，9月にMinistry of Own－

ershipTransformati㎝ができた。89年末から

90年末までに民営企業は11，907から29，650に増

大，工業関係2，775から8，326に。国営企業の転

換はその資産が国庫（StateTreasury）に移さ

れ国庫出資の株式会社へ移行。五大優良企業

（良く管理され，利潤を上げている）をパイロ

、ット民営化，株の売却が広く公募された。一般

大衆の間での株券の購入への関心は限られてい

た。発行総額3500万ドル以下。70％売れるの

二ヵ月かかった。残りは機関投資家（ほとんど

保険会社）および特定の会社の経営者グループ

が購入した。91年 年央の民営部門は20％でそ

の中農業が80％，工業の民営化部門の生産の役

割は90年中に7．5％から13．5％に増加した。

（Rosati：国営部門のリセッションによる。

Rostowskiは異説。）

皿 the Progra｛一への批判的見解

 91年の年央のキール大学世界経済研究所にお

けるシンポジュウムがその後のポーランド国内

で出た多くのpapersの原点となっている。こ

れらの批判的見解①を中心に見てゆくと，問題

点は1・）the Programは全面的に1MF package

に依存しているが，これは途上国向けのもので

あり，指令経済の多くの負の遺産をかかえる旧

共産圏諸国（STEs）には適合しないものを含

んでいる。2）市場経済に必要な諸制度の改革

（大規模民営化問題を含む）の遅れ，及び変革

の過程における対応・調整の不手際。3）外部

環境問題：一ソ連，コメコンの崩壊，湾岸戦争，

他の東欧諸国の動き等。

 一般に経済的変革に必要な政治・社会的コス

トが始めに考えていたよりもはるかに広く且つ

深いことが分かったが，これを相殺するメカニ

ズムが無ければ社会的プロテストを作りだし，

国の政治的安定を堀り崩す。ポーランドにおけ

ることは，始めて手を付けたものの試行錯誤の

結果であり，後に続く諸国はこれを避けること

ができる。以下のような対策が必要だ。1）

expectation gapの管理。国家への強い依存体質

に注意。2）物不足，インフレヘのマネタリス

ト的過剰反応には要注意。3）supp1y－side政

策の入ったpackage，programを作れ。4）制

度的改革を市場システムにおくれぬようにやれ。

5）大規模民営化の法の整備は遅れないように。

臨時法を作ってもよい。6）fisca1po1icyの内

容自体の検討の必要性。7）外国からの借入金
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の部分的切下げ。

 これ以外に，ポーランドにおける銀行システ

ムの問題点が指摘されている②。ここでは利子

率の操作といったケインズ的方法は通用しない

し，creditworthinessという。onceptは存在し

なかった。旧党，省庁，大企業間の人脈という

1inkageの持つ意味が大きい。また，ポーラン

ド労働者の行動の歴史的パラドックスが指摘さ

れた。

 ポーランド国内におけるtheProgramの問題

点の指摘と対策についての緒論はそのほとんど

が，既に国外で発表・公刊された諸説の延長も

しくはまとめ的なものが多く，ユニークな視点

はすくなく，the Programの経済上の機能に対

しネガティブに作用している社会主義の負の遺

産としての諸制度に焦点を当てているものが多

い。代表的ものを以下のようにまとめることが

できる③。1）theProgramはリベラリズムで

政府の役割の排除を強調しすぎる。初期の段階

では政府が介入した方がよく，市場と政府の介

入のブレンドがよい。真空状態は社会主義より

さらに悪い。2）銀行の民営化・リフォームは

現業部門の民営化・リストラと同時に進行せよ。

3）民営化はあくまでも手段であり，目的化し

てはならず，それは所有権や財産権と共に全経

済のなかで，包括的にリストラを考えねばなら

ぬ。4）民営化は長期にわたる社会的・政治的

・経済的・心理的・文化的変動の多次元的過程

として認識されるべきであって，所有権の単純

な一瞬の移行として考えてはならない。5）負

の遺産として，教育・技能・学識への低い価値

付け，新中問層への敵意，経済体制移行のため

の政治的・社会的コスト負担に対する民衆の低

い・性向。

V the Programのpositiveの面の指摘

 緊縮的財政を継続する政府とは別に，学界に

おいても以下のような，the Programのposi－

tiveな面の指摘がある①。1）リセッションは

それほど酷くない。87年に比して賃金の落ち込

みは8％にすぎず，物不足が解消したので実質
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的には変わらない。2）民営の工業の比率が

7．5％から13．5％になった。これは全てが国有工

業の落ち込みではなくて，それは半分のみだ。

したがって，民営工業の成長率は3／7．5＝O．4

＝40％である。3）90年の輸出ブームはthe

Programに対するsupp1y sideの反応である。

4）失業率8％は西側諸国に比してそれほど高

くないし，これは失業手当てを貰うために水増

しした数字である。5）90年下半期の補正で賃

金は25％増加した。しかし世論調査では不満が

増えている。これは不足シンドロームである。

6）民営部門の大きさはGNPの20％ではなく

て30－40％である。低い方の限界は89年におけ

る民営部門のshareの22％からでてくる。その

半分は農業におけるもので，半分は非農業的民

営部門であった。同時に非農業部門における雇

用の増加は35％で，ポーランド中央統計局によ

る計算では，農業によって生じるGNPは6％

増加，一方，全GNPは12％下落した。高い方

の限界は，多くの民営部門の活動が税金逃れの

ため報告されないままであるということによる。

V di1emmaのbreak肺roughをめざして

 既述のとおり，the Programの実施に当たっ

てgradua1とshockの二つの方向が，国際的解

放度との関連・各実施項目間の関連を考慮して

検討された。

 gradua1ismのmeritとしては，移行によって

生じる政治的・社会的コストを時間的に拡散し

うるが，demeritとしては，現状維持派のrent－

seekingにより利益が吸収され消滅してしまう

ことが過去の経験により明らかで，IMF等の

国際機関はこれをもっとも嫌っていた。一方

shock派は政治的・社会的コストを相殺する資

源を国際的なものに求めることができるが，同

時に緊縮派になり，甘やかされない「厳しい自

立の哲学」を要求される。失敗するとexpecta－

tion gapからくる政府の政治的損失は大きい。

しかもshockはじっさいには同時実施が難しい

handicappedshocktreatmentにならざるをえな

かった。
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         点で入手できる「指令経済下からBigBang

         （the Prog．am）という国際的に開かれた市場経

         済への急激な変化の中に置かれた九つのポーラ

         ンド企業（かなり大きな）の行動を扱った
         Wor1d Bankの三人のエコノミストの資料②を，

 結局，実際には，どちらに決めても同様に大

きな負の要因を抱え込むことになるのが分かり

ながら，しかも，いずれか一方を選択せばなら

ぬというdi1emmaであった。上図のような計

算で一応の選択はしたが，真の決め手になった

のは，前記gradua1ismのdemeritで述べたよう

な，rent－seeki㎎によって，投資がなしくずし

に吸収されてしまうことを70年代に経験してき

たことに対するIMF派の強い懸念①と，東欧

改革の先頭をを切ったという大衆の自負だとい

われている。そしてdilemmaを増幅したのは，

そのような自負より生じる「期待」と，「連帯」

をはじめとするポーランド労働者の置かれた歴

史的パラドックスという環境とのgapである。

東欧改革の先頭のポーランドは西側の最前線と

して西側からの投資を当然の要求と考える。し

かし西側経済の要求したものは市場経済の厳し

い自立の論理であった。

 このdi1emmaはその後も消えぬようで，内

閣は再々変わるが，誰が政権を担っても政府は

相変わらず緊縮政策を続行する。昨年来の農民

・左翼連合パブラク内閣はIMFがらみの94年

度の緊縮予算を通し，連帯はその緊縮政策は反

発して四月にストを展開する。theProgramを

かなり厳しく批判し，Kie1のシンポジウムの

main reporterをつとめたワルシャワ経済大学

のRosati教授は空席である蔵相への就任をワ

レサ大統領によって拒否されている。．

 さでこのようなdi1emma一停滞状況一の
breakthrough一社会変動の規定国一としての企

業行動へのアプローチは，Iの末尾で述べたよ

うに，忘却されていたので当然だが，既存の資

料の最も少ない領域である。出発点として現時

行動論的視点で、つまり企業をマクロ経済のた

んなる受け身の存在（従属変数）としてだけで

一なく，経営者の独自の判断でaCtiVeに状況対

処的に活動するものとして，その行動をfo11ow，

把握し，劣悪な市場環境の下で独立した企業と

してどこまで行動したかを探索する。期間はき

わめて短いが，基本的な方向は萌芽的とはいえ

見ることができる。九つの企業の中七つが

SOEs（stateownedenterprises），一つは国有の

。ooperative，他の一つは民営のjoint ventureで

ある，工業のsub－sectorsの広い部門をカバー

している。（表1のとおり）。財務等の諸数値は

各企業への訪問と経営者へのインタービュー，

ポーランド中央統計局，中央計画局よりの数値。

売上げでLista500の平均に近いが，雇用数，

輸出額，生産性等生て平均を若干上まわる。こ

の資料では，以下のように，厳しいthe Prog－

ramの下で，それぞれ独白にf1exib1eに振る舞

う各企業の行動が描かれる。

 新しい市場の創出。エレクトロニクス企業は

訪問販売員を派遣し海外のChentSとの関係を

密接にして市場の確保を図る。（但しこれは相

手がソ連なので，結果的には報われなかった。）

衣料メーカーは，新しい流通市場を作り上げ，

トラック製造企業は，従来20％程度を個人や小

企業に現金で販売していたのを80％に増加させ

た。

 コスト削減。電力・水寺の公定価格が大幅に

上昇したので，他でコストを減らすことが必要

となった。1）労働コスト。臨時工，年金年齢

者の退職以外にsupp1iersとの従来の一括長期

契約を廃止，毎回十分に条件を検討して契約。

2）原料コスト。工作機械メーカーは，今まで

あまりかえりみなかった国産の安いStee1に注

目，使用し始める。

 creditcrunchへの対応。銀行が全く劣悪な
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ままなので，cre6it crmchの下の各企業は受

取手形，支払い手形の期限調整を行ってwork－

i㎎capitalをへり出し，企業聞流通小切手シス

テムを作り，銀行よりはるかに安いコストで信

用システムを生み出し，crunchを切り抜けた。

 過剰賃金税。workers’counci1sはこれを賃金

のシーリングにうまく利用，悪名高きポーラン

ドのバーミューダ・トライアングル③に対する

解毒剤としてしまっている。

このサンプルになっているポーランド企業は，

それぞれの判断で，まさしく企業としてなかな

か見事にふるまったといえる。（もっとも，市

場経済としては当たり前だが。）

 しかし次の段階の問題として，ソ連への訪問

販売のように，国際関係に鈍いと折角のaCtiVe

な行動が水泡となる。総じて西側市場への接近

が企業に有利さをもたらすということ，早くか

ら西側への窓口を持っていたところは有利だと

いうことを，各企業は身にしみて知り，西側と
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のjointVentureへの強い要求を持つようにな

る。その条件は現実には難しく，国有大企業の

事業部的部門への分解が西側との関係の強化に

とっての条件になる。だがここで，この条件の

ために西側企業が求めてくるのは，何よりも民

営化である。かくてポーランド企業は下からの

民営化needsが強くなる。このような民営化へ

の要求行動は上からの一般的一律民営化とは一

味違う，行動主体，変革主体としての企業行動

であり，それ故これらのサンプル企業はthe

Programの下で，社会変動へのactiveな要因と

して行動してきているといえる。そして，1）

大きな国有工業企業を事業部的な部分へと分解

して再編成すること。2）それによる下からの

民営化。3）さらにこれによる西側との関係の

強化を図ること。この時点での，強化されるべ

き行動モデル作成への基礎となる。（この方向

は他の論考でも主張されていることである④。）

表1

Firm Main product    Sector

Sales  EmpIoy－  Total  Eエportsto

（m川ions  ment  exports  Zone H邊

。f US＄） ｛tho阯s3皿ds） ｛％sales） （％sales）

1989     1989     ユ989     1989

SaIes growthb（percent）    Netprofitbeforctaxc｛％sales）

1989   ユ990．ld  1990．05   1989   1990．Id  1990．05

State－owned firms

 1 Machine tools

2 Computer Printers

3  Electric generators

4 Basic chemicals

5  Tex川es

6  Garments

7 Trucks

State・owned cooPeratives

8  Food processing

Private joint ventures

g Wood furniture

Engineering

E－ectronics

Engineering

Chemicals

L｛ght industry

Light industry

Tr3nsport equip．

Food industry 63

O．5

3．1

3．3

6．2

3．8

2，4

13．8

8．7 83

Wood and paper  44   5．5   21

64

0．2

3

23

7

12

0．4

73

2王

 9
一王

19

18

－6

n．a．

一17

25

16

68

55

〕ユ

8

－n

34

132

41

33

36

32

36

16

19

42

36

工6

27

ユ5

11

n．a．      32     皿．a．

Averages for firms in sample

Average for Lista500firms巴

Average for all industrial firms1

36   5．2    36

31   3．2    21

4   0．6    18

23     n，a．       4      26      42      22       20

n．a．    n．a．    n．a．    11．a，      34     n．a．    n．a．

12    n．a．     17    n．a．     31    n．a．    n．a1

M ミクロ的諸見解

 （1）Wim Swaan＆Maria Lissowskaのアプロ

ーチーポーランドとハンガリーの比較

 中央指令経済から市場経済への移行過程にお

ける企業行動に1）個人行動レベルでは学習の

速さに限界がある2）組織（企業のような）行

動レベルでは過去に行ってきたrOutineの規制

力が大きい，という二つの原理を適用し，the

Programのようなマクロ政策によって当然導か
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れると思われたsupp11yresp㎝seは予期しなか

ったような重荷を負わされることを指摘，「従

来の中央指令経済下のinitia1supply r6sponse

が，移行の過程とperformanceに強いhegative

なimpactを与える。従って，通常用いられる

市場経済化のためのマクロ的政策用具はこの移

行過程にとって有力な変革用具になっていな

い。」と主張する。FIGURE1，2参照。

 ポーランドとハンガリーはいずれも国家社会

主義崩壊以前からその指令経済は，企業レベル

では直接的統制が廃され，間接的官僚統制に，

ハンガリー（Hと略記）では68年にポーランド

（Pと略記）では82年に置き換えられていた。

このアプローチでは，’step－by－stepのHと

shock移行のPの比較を製造業におけるSOEs

について試みている。 party－stateの解体は今

FIGUREユ

までそのシステムの末端として行動していた企

業が，異なった。wnershipと。ontro1の下で独

立した組織単位として行動せねばならぬが，・新

しい関係を作るには一定の時間が必要。銀行・

関係官庁を含む未知の新環境へのaφjuStment

を探るにはroutineに従った行動をとる。しか

し一方で旧システムの崩壊の結果小さな変化は

やりやすくなる。結果として，demandへの処

理を新市場への参入・形成といった長期的，高

次元の企業行動で対応することは皆無ではない

が極めて少なくad hocでありmargina1な行動

にすぎない？そして高次元行動は，step－by－

stepの自由化に年期のはいったHの方がshock

のPより多い。さらに，このようなroutine行

動はrent－seekingといった特別なものではなく，

普通の人間行動から生じるものである。かくて，

POLICY ISSUES AND THEIR IMPACT ON」PERFORMANCE IN THE TRANSITION

PROCESS：A CONVENTIONAL VIEW

PRIVATIZATION ESTABLISHMENT OF
MARKET INSTITUTIONS
 （banking system，

financia1markets etc．）

MONETARY POLICY，
 inc1．stabiHzatiOn

↓

MARKETIZATION
（establishment of

well－functioning，

competitive markets〕

↓

ENTERPRISE BEHAVIOUR

Legend：

一一一一一一一一一 ?     causa1inf1uence

＝ variab1e which may be strongly inf1uenced by po1icy
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POLICY ISSUES AND THEIR IMPACT ON PERFORMANCE IN THE

TRANSITION PROCESS：AN EVOLUTIONARY VIEW
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「

L

       LACK OF

 ECONOM互C COMPETENCE
withiIl s㎜’rou11di皿g iIlstitutiOns

1
」

↓

r  ■  一  一  1
  PRIVATIZATION
L  ＿  ＿  ＿  」

「

L

 ESTABLISHMENT OF
MARKET INSTlTUTIONS
   （banking system，

 financial markets etc．）

1         「  一  一  一  ・  一1
                MONETARY POLICY，

 1  L」・・L＝t・ド当・ti・し＿」

↓

MARKETIZATION
 （establishment of

 we11・functioning，

competitive makets）

」↑

ENTERPRISE BEHAVIOUR

↑

r  ■  一  一  ’  一■
        LACK OF

lECONOM1CCOMPETENCEl
     within enterprises

L  ＿  ＿  ＿  ＿  ＿」

Legend：

→r     1
L      」

」

causa1inf1uence

variab1e which may be weak1y inf1uenced by po1icy

feedback mechanism，weakening the impact of po1icy

Note： In the1ong run，there c1early is a positive feedback from

marketization to economic competence within enterprises．This is not

represented in the diagram，because it is at first dominated by the

negative feedback mechanisms．See also the discussion in the text．
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「急激な変革が国家と企業の1inkを破壊し

bargainingを終わらせるに違いない」という

shock派の政策がここでは批判されることにな
る。

 Swaanらの結論。マクロ経済政策のみによる

企業行動への影響の可能性には強い限界が存在

する。通貨の安定・民営化・市場的行動etC．は

自由な経済競争との強い相互作用の申で発展す

る。移行の過程と政策のpotentia1impactの速

さと強さはinitia1conditionに強く制約される。

この。onditionとは一般化していた経済競争の

不足と先行する経済システム下で展開してきた

行動上のroutineである。今後は経済学とりわ

け経済政策の分野での研究対象として，経済行

動や経済競争にもっと注目すべきである。

’ENTERPRISE BEHAVIOR IN HUNGARY AND

POLAND IN TRANSITION TO A MARKET

ECONOMY：ROUTINES AS A BARRIER TO

CHANGE’
in

W．B1aas＆J．Foster（eds．），“Mixed Economy in

Europe”

E1ger（A1dershot），1992

Wim Swaan，Univ．of Amsterdam，Dep．of

Micro－Economics

Maria Lissowska，Warsaw Schoo1ρf Economics

 最初1991年5月のTheDutchECOZOEK－
meetingで報告され，後に出版されたもの。

 （2）RichardJenner＆JosephGapPaのアプロー

チLearn1ngunderF1re
90年8月末から9月始めにかけて，Warsaw
Sch0010f Economicsの数名のエコノミストと共

同で実施したポーランドの典型的，代表的8企

業を対象とする経営分析である。

 A 航空機・自動車エンジンのメーカー。大

  SOE．
 B 総合食品加工業一アイスクリーム，シャ

   ム・パックから食肉加工にいたる大

  SOE．
 C 40年も前から続く輸出入商社。ほとんど

  独占のSOE。医療晶を扱う。

 D 同上。食品，農産物を扱う。

 E 同上。家庭用品，スポーツ・レジャー用

   品を扱う。SOEだが，90年初頭に民営

   化開始，91年末までに終了，jointstock

   companyになる予定。17％Ministry of

   Foreign Trade；17％State－owned produc－

   tion enterprises；30％各種外国企業；36％

   ポーランドの民間人。

 F Britishcontro11edjointventure，二つの

   パートナー：一つはポーランドで，他は

   ホンコン。ポーランドヘのコンピュータ

   一装備の輸入に活動を限定。

 G 7年前にできた個人所有の印刷企業。30

   人。20，000ドルを1月に儲ける
   （9・0SSeS）。

 H Co－operative銀行。農協の預金銀行から

   ブルサービスの商業銀行に転じたもの。

  90年1月9月の問に独立した商業銀行に

   なったが，ビズネス社会のneedsへの反

  応が鈍く，104億Z1の中 わずか22億

  Z1のみが投資されている。

 調査者らの分析視点は競争的市場経済下で必

要とされる適応能力を，広範囲のポーランド経

営者について，以下のような角度から掘り下げ

て見ることであった。

 1）新製品を作りだし，新・旧両製品のため

  の新しい市場を展開しうる能力。

 2）コストを切りつめる能力とそれがすぐで

   きるかどうか。労働力のtrimmingを含

   む。

 3）計画し，予測する能力。とりわけ不確実

  性に直面したときに。

 4）生産性の改善  これは労働能力を改善

   し，新技術への投資と新しい資本作りを

  含む  を可能にする手段を明確にし，

  且つそれを作りうる能力。

 5）資本を得る確かな能力。サンプル経営者

  たちが資本調達できない理由を探究する。

調査者らの分析によると，サンプル企業は新

しい市場指向的環境に適応すべく努力している

ことは認められるが，同時に以下のような深刻
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な構造的問題に直面していることが分かった。

 1）全般に受け身である。多くの場合企業は

   新製品の開発に受け身で，外国のagent

   とかsapp1ier，代理店を待っていて，彼

   らに新しく作る品とか市場について第一

   にきく。例えば，Aのエンジンメーカー

   は外国のCuStomerが指示したときのみ

   新製品の開発とそのための従業員の

   trainingをおこなった。

 2）marketi㎎ski11sの弱さ。全ての企業は

   marketing abi1ityが極度に弱いし，知識

   が少なく，それについて学ぶ一例えば

   新製品，デザイン，市場システムの体系

   的開発についての  方法を持っていな

   い。

 3）戦略的p1amingがない。

 4）雇用者の技術的改善への無関心。これが

   managerSによってなされるのをほとん

   ど見たことがない。

 5）競争を進めるための新技術を習得する欲

   末が極めて少ない。

 6）ポーランドのインフラ，とくに。om－

   muniCationシステムが古くて非能率であ

   る。

 7）基本的に，市場指向のビズネスski11sに

   ついての訓練を受けた人びとの不足。こ

   のski11sとは，財務，会計，marketing，

   販売，生産改善etC．

 8）不確実性の一般的認識の困難さ。民営化，

   所有などについての法律の実施の遅延，

   あまりにも高くて変わる利子率，実質賃

   金の下降，深まる不況の予測。

 調査者らによる勧告（recommendation）深刻

で基本的なmanagement prob1emsが8企業全て

に現れている。これらの問題が提言されなけれ

ば，幾つかの企業は生き残れないであろうし，

また経済改革programも危うくなるだろう。

故に以下のことを勧告する。

 「ポーランドにおける全ビズネスに対する技

術的助力が必要。それは次のようなworkshop

とtraining SeSSionのプログラムの形態でなさ
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れうるであろう。marketing，P1anning，account－

ing，financia1management，business organiza－

tion，9enera1management，competitionといった

topicsに焦点をしぼる。ポーランド中の大学と

技術学校のカリキュラムにこれらのtopicsを

可能な限り早急に導入する。政府は高いレベル

の機関を通して，技術移転一とりわけSOEsに

一を活発に支援・依頼し，新技術にライセンス

を与え，技術的知識とか技量をポーランド企業

に分与するようにデザインするjoint V㎝ture

を開発する。ポーランドのビズネスに新技術と

生産を要請す亭目的でポーランドの企業，大学，

研究者と外国ビズネスの間のjoint開発プロジ

ェクトを促進する。」

’LEARNING UNDER FIRE：THE ADAPTABIL－

ITY OF POLISH MANAGERS TO COMPETI－

TIVE MERKET CONDITION’in “Journa1of

World Trade，”Apri11991，Vol．25－2，（Geneva，S－

witzer1and）R．A．Jemer，Professor of Manage－

ment，Schoo1of Business，San Francisco State

University；GapPa，Associate Professor

Vll Microeconomics of Transformation in

Po1and

ASurveyofStateEnterpriseResponses

Brian Pinto，Marek Be1ka＆S辻efan Krajewski

September1992，mimeo（Wor1d Bank Working

Paper）

 マクロ経済政策としてのthe Programが企業

の行動にいかにimpactを与えたかを理解する

ために，マクロ・ミクロ1inkageを明らかにし

ようとする試み。邦文換算150頁をこえる一大

調査，論考である。

 調査対象：大製造業のSOEs。これらはポー

ランドのGDPの30％；雇用の19％；輸出の85％；財

政収入の60％を占める。このうち75の大企業を

対象にしている。’89のLista500よりsa1esを

基準に選んだ。部門は冶金，電気機械，化学，

軽工業（繊維，服飾，皮革），食品加工。従業

員は1500～6000だが，20000を越えるものもあ



112              ポーランドにおける体制移行に関する研究資料

る。期間は’89年6月から’92年3月までの21カ

万問。年商US岳100mi11ion以上。調査の時点

で多くはworker’scounci1sと二つもしくはそ

れ以上の労組と，法的にworker’s counci1に従

属するmanagersをもった伝統的なSOEsで，

ごく少数がjoint－stockcompaniesでworker’s

counci1を廃止し，dividend taxを免れていた。

さらに，大企業間の行動上の不一致は少ないと

される。

 Pintoらは，the Programにおける諸政策一

例えば固定交換レートは価格のnomina1anchor

として実際に機能したか？；超過賃金税と所得

政策は賃金設定の過程に作用したか？；’90年初

頭の急激な。utputcontractionは企業の
monopo1y powerによるものか？etc．一は対象企

業の行動を市場経済化へ向かわせるimpactに

なりえたか，を確認しようと試みた。そして，

うすうす予想していたとおり，できなかった。

しかし「対象企業から得られたfindi㎎sは重要

な結論を示している：マクロ経済的厳格さと価

格の自由化は，必要ではあるが企業レベルの変

化を引き出すのに不十分である。」つまりマク

ロ政策は必要条件だが十分条件ではないという

ことである。ではどうすべきか。Pintoらの見

解は調査結果を超越して（1）企業に於けるmana－

gerの重要性の主張。“Managersaretypica11y

the inspiration and moving force behind change

…   to get firms to平ake necessary change，it

is essential to change the incentive structure at

thefirm1evel．”100，000人のmanagersを公的に

養成すべし，とするが，その内容については

Jemer＆Gappaとそれほど変わらない。（2）Fac－

tor Marker for Credit and Lムbor。銀行と企業

の。ombinationをつくる。リストラに伴う

1abortrimmi㎎とlaborsheddingを従来型に企

業内処理ではなく，労働市場との関係で扱う。

 B．Pinto（Economist，Wor1d Bank）

M．Be1ka＆S．Krajewski（Professors of Econo－

mics，Lodz University）

㎜社会学的アプローチ

 （1）‘You－Upstairs，We－Downstairs，’ProL Lena

Ko1arska－Babinska

   “Gazeta Wyborcza，”（Newspaper，Ju1y30－

3！，1994）

 1）ポーランドにおけるブルーカラーとホワ

イトカラーの間の所得の格差は’90年初頭以来

開いてきている。平均すると，’93年のブルー

カラーの所得は’87年より低くなってきた。と

ころが，この間インテリ層の所得は1．5倍，

managersは2．5倍になっている。（ProiH．

Domanskiの調査による。）

 2）ポーラ・ンドの人びとは何に価値を見いだ

すか，について，ここ二，三十年の間の変化を

分類してみると，

’70年代末のワルシャワの人びとの反応  ’94年

 よい仕事 29％            金持ち    72％

 金持ち  21％            教育と良い仕事 16％

 権力  14％

 教育  ユ3％

 要するに，市場経済は人びとの価値基準一句

を有り難がるか一をreStruCtureした。そして，

いまや人びとは，経済的に“rich＆fair1y rich”

と“poor”という二つのグループに別れたが，

加えて，以前の「農民層」，「労働者階級」，「イ

ンテリ層」という分類は，「農民」，「労働者」，

「ビズネスマン，工場の所有者」へと変化した。

 3）以上に関連して，人びとの認識構造にも

大きな変化が生じている。

人びとは，以下のごとく信じるようになった。

「キャリヤーをつくる最大の機会は次の二つだ。

i）すでに高い地位にいるもの。i i）法を破

るもの。」これはAmericanDreamとかAmer－

ican Way of Life一無一文から出発しても努力

すれば大金持ちになれるという，また一生懸命

働けば君も国もよくなるという一とは異質であ

る。

 既に金持ちかもしくは堕落するものが社会経

済的に上昇するという信仰は，資本主義への不

信につながるし，新しい社会問題を生み出すて



                   加 藤

あろう。（この資料は報告者が’94年夏ワルシャ

ワ滞在中にポーランドのエコノミストとソシオ

ロシストより情報として提供されたかなり長い

新聞論説をエコノミストにより英文に要約して

もらいソシオロシストに点検してもらって作成

したものである）

 （2）Privatization and Industria1Re1ation in Po－

1and，Dr．Micha1Federowicz

  Paper Presented for the XIIIth Wor1d Con－

gress of Socio1ogy，Ju1y，1994

 P・ofJ．Dab・owskiらと共同で実施した，60

の民営に移行した企業の各層のmembersを対

象とした調査のfindi㎎sを基礎にしたもの。

top management，1eaders of worker’s councils

and1abor unions，midd1e management，specia1－

ists，membersofboardofdirectors．彼らに，移

行についてのworker’sperceptionについての

意見，自身の期待，民営化過程についての判断

を質問。彼らが共通して恐れているのは「仕事

を失う」ことである。middlemanagementの過

半数，労組代表の半数，全managersの1／3が

これに同調している。しかし同時にeXeCtiVeの

1／3が「民営化はwork p1aceを維持する唯一の

チャンスである」ことを強く強調している。事

実，失業は民営化過程でそれほど多く生じなか

った。これが発生したのはaSSetを外部に売る

べく準備していたばあい，とくに破産による清

算のケースにおいてである。commercia1ized

companiesでは，たいていの調査対象者が「移

行と仕事の創出，雇用の減少とは無関係」なこ

とを知っていた。むしろ失業のリスクは1eaS－

ingcompaniesで増大している。企業内におけ

る他のデリケートな問題はサラリーである。

commercia1ized enterprises以外では，サラリー

は拡散している。commerciali．ed companies内

では現行の賃金格差の受入れレベルは他の企業

より明確に低く，対象の54％が，emp1oyeeの大

半は現行の賃金格差を受け入れないが，しかし

約半分は賃金の拡散は「むしろ受け入れる」と

考えている。この結果を。apita1privatization

を経た企業の調査の結果と比較すると，後者で
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は，賃金格差が最も重要である。調査対象の

49％は「賃金のsituationはstaffの大半によっ

て是認される」と確信しており，・1／3のみが反

対意見である。それ故，次の如く結論しうる。

 「賃金格差の是認は企業の平均賃金のレベルに

よる。その企業が他の企業より賃金がよりよい

とすればmanagementが自分達より高い給料で

も是認する。平均が低く，誰かがより高ければ

状況は逆になる。」commercializedcompanies

では平均が低く，一方，民営途上の企業の平均

賃金は比較的高い。賃金格差を是認する他の規

定要因はwork performanceとpromotionの間

の関係がはっきりしていることである。労組の

リーダーも経営者側も共にそのような関係は民

営化が完了した会社でより多く見られ，Com－

mercializedenterprisesでは，そのように変え

ることができないことを認めている。

 Dr．Micha1Federowicz（Po1ish Academy of

Science，Institute of Phi1osophy and Socio1ogy）
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